
応急仮設住宅の在り方に関する研究 －再利用事例の実態を通して－ 

Study on the emergency temporary housing 
Survey on actual situation of reuse   

 
学籍番号 47-166751 
氏 名 藤村 悠平（Fujimura, Yuhei） 
指導教員 清家 剛 教授 

 
1. 序論 
 2011年の東日本大震災から 8年が経過し

た現在、約 5 万戸供給された応急仮設住宅

（本論では仮設住宅と略す）の解体が各県

で本格的に進められている。大半の仮設住

宅は解体後廃棄されているが、一部再利用

事例が見られる。本災害で建てられた仮設

住宅の解体後も含めた運用を、ライフサイ

クルの視点から考察することは、今後の被

災に備えるために重要である。本研究では、

仮設住宅の再利用事例を通して、仮設住宅

の在り方を構法ごとに考察する。 

2. 研究方法 
 まず、東北 3 県でヒアリング調査を行い

仮設住宅の再利用状況を調べ、得られた情

報から、全ての構法（表１）とその再利用

された方法の組み合わせが網羅できるよう

な事例を選定した。次に各事例における関

係者へのヒアリング調査及び、実地調査、

また、そのプロセスでの環境負荷の定量化

を行った。また、既往研究等から、仮設住

宅の建設時・使用時等のデータの整理を行

い、ライフサイクルの視点から仮設住宅の

在り方の考察を行う。 
 
 
 
 

3. 再利用事例の分類 
 再利用が確認された東日本大震災の仮設

住宅は、全体供給戸数の約１％ (621 戸)で
ある。これらの再利用実績をその主体とな

った関係者ごとに以下 5 つに分類した。 
①リース契約での供給者：リース契約終了

後、撤去した仮設住宅を各供給者が再利用

する事例。 
②個人：譲与（本論では各県が仮設住宅を

希望者へ、払下げ・無償譲渡することを譲

与という。）が行われた仮設住宅を個人で再

利用する事例。 
③従前の供給者（リース契約以外）：従前の

供給者が中心となり行われた事例。特に宮

城県では、県が買い取った仮設住宅を県内

の行政機関で再利用するため、元の供給者

に、移築を発注している事例が多くみられ

た。 
④自治体（県・市町村）：自治体の公共事業

として再利用した事例。資源を有効活用す

るため、県が市町村に仮設住宅の譲与を行

い、市町村営の住宅として活用される事例

が多く、福島県では「移住促進仮設住宅提

供事業」を行っている。 
⑤専門家（建築家・研究者）：元の仮設住宅

の供給に関わった建築家や研究者が、県と

譲与先の仲介を行う事例。板倉構法や、丸

太組構法で多くみられた。 

表 1 仮設住宅の建築構法の種類 



4. 再利用事例 
 本研究では再利用事例を 22 事例調査し

た（表２）。事例２，８について以下に示す。 
事例 2. 公園管理施設（鉄骨ユニット構法） 
 「従前の供給者」である S 社によって、

宮城県の利府運動公園の管理施設として、

再利用された事例である。関係者と再利用

プロセスは図１.のようになっている。 
 S 社が供給した仮設住宅は 1 戸当たり 2
ユニットで構成されており、本事例では 4
ユニットが用いられている。プロセスとし

て、ユニット解体前に再築後に不必要な部

材をその場で廃棄し、その後 S 社の工場で

点検・改修され、再築された。（写真 1） 

事例 8. 移住促進住宅（木造パネル化構法） 
 「自治体」による再利用事例である。福島

県では「移住促進仮設住宅提供事業」を行

っており、本事例は昭和村で行われたもの

で、その関係者と再利用プロセスは図２.の
ようになっている。 
 昭和村は積雪量が多いことから、ガレー

ジの設置、壁厚、屋根構造等、元の設計か

ら大きく変更された。そのため、再築の際

手間がかかり、新材の投入量も少なくなか

った。一方構造材や壁材は再利用部材が多

く用いられており、この事業において、木

造仮設住宅の部材の汎用性の高さが明らか

になった。（写真 2）

 

図１.事例 2 の関係者と再利用プロセス 図 2.事例 8 の関係者と再利用プロセス 

写真 1 左:同構法の仮設住宅 右:公園管理施設施工時 写真 2 左:同構法の仮設住宅 右:昭和村村営住宅 

表 2．仮設住宅の再利用について調査した 22 事例の概要 



5. 再利用による LCA 評価 
 仮設住宅が建設されて、解体、輸送、再

築される再利用の過程において、投入資源

量及び、消費燃料を計測し、それらが製造

流通、消費される際に排出する CO₂量を求

め、再利用時の環境負荷の定量化を行った。 
 具体的には、鉄骨ユニット構法（事例２）、

木造パネル化構法（事例８）において、新

たに次の項目 1.廃棄部材、2.再利用部材、

3.新材、4.輸送（消費燃料）の総 CO₂排出

量を調査し求めた。その際、日本建築学会

地球環境委員会が公開する戸建て住宅用

LCA ツール「建築物の LCA ツール戸建て

住宅版 ver.1.02」、及び「物流分野の CO₂

排出量に関する算定方法ガイドライン」を

用いた。 
5.1. 測量結果 
 図 3 は、事例 2、事例 8 において、測定

項目 1～4 の総 CO₂排出量に対して、各項

目の割合を示しており、図 5 では、事例 2、
8 の再利用前後の建物及び、他の構法の仮

設住宅（既往研究より）の、1 ㎡当たりの

資源ごとの総 CO₂排出量の比較を行った。  
 事例 2 の鉄骨ユニット構法の仮設住宅は、

他の鉄骨製の仮設住宅と比較しても総 CO₂

排出量が多いが（図 4）、再利用する場合部

材の大半は再利用部材が占めており、廃棄

部材・新材が少ないことがわかる。再築場

所への輸送に関しては、構法上ユニット単

位で輸送を行わなければならないため、4
ユニットの輸送のためにトラックが 5 台必

要であった、そのため、輸送距離は事例 8
と大差はないが（事例 2：162km、事例 8：
116km）、総 CO₂排出量において、輸送の

占める割合は大きかった。(図３) 
 事例 8 の木造パネル化構法の仮設住宅は、

他の仮設住宅と比べて環境負荷の少ない構

法であるが、事例 8 では、再利用用途が住

宅であり、また再築場所が積雪量の多い場

所であったため、再築時に、断熱材や非鉄

金属等、多くの新材が投入された（図 4）。
そのため新材に起因する、CO₂排出量が元

の仮設住宅と同程度の量であり、再利用時

の環境負荷が大きく、資源の有効活用は行

われたが環境負荷は大きくなった。 
 

図 3 ２事例の総 CO₂排出量の各項目の割合 

※事例 2：53.36 ㎡、事例 8：87.48 ㎡ 

図 4 建物 1 ㎡当たりの資源別総 CO₂排出量 



6. 仮設住宅の再利用について 
 本論では、様々な仮設住宅の再利用事例

を取り扱った。こうした再利用事例におい

て、効率的な資源の有効活用が行えた方法

は以下のものであった。 
• 行政機関内の施設として再利用 
• 鉄骨造の仮設住宅の再利用 
• 移築をせず、市町村営住宅として転用 
• 仮設住宅から仮設住宅としての移築 
• 丸太組み構法・板倉構法で見られた、建

築家や専門家による再利用 
 今後の災害で建てられる仮設住宅におい

て、こうした動きを促進するためには、仮

設住宅を建てる前、つまり平時の際に、供

与終了後を見据えた運用計画を準備する必

要がある。そのため、各自治体で仮設住宅

を建てる場合の供与終了後も踏まえた災害

対策の作成や、仮設住宅を復興住宅として

建てる等の、制度の見直しの検討が今後必

要であると考える。 

7. 仮設住宅の在り方について 
 表 3 に各構法ごとの特徴を示す。仮設住

宅は応急迅速性、居住快適性や耐久性等、

考慮するべき点は様々あり、資源を有効活

用するため、本研究で見てきたように再利

用についても今後さらなる工夫が必要であ

る。様々な構法で、そうした点への適応性

は異なることから、各構法の特徴を整理・

比較することは、今後被災状況に適した仮

設住宅を選択・建設し、ライフサイクル視

点で運用する上で重要ある。 
8. 結論 
 東日本大震災における仮設住宅の様々な

再利用の取り組みは、仮設住宅の在り方に

様々な可能性を示した。 
 こうした事を踏まえ、今後の災害時の仮

設住宅の建設において、供与終了後も含め

最適な仮設住宅の運用が行われるように、

仮設住宅の構法の整理、また仮設住宅の制

度自体の見直が必要だと考えられる。 

適応性： 高 ◎ 〇 △ 低 

表 3．各構法の項目ごとの特徴 

鉄骨軸組構法 鉄骨ユニット構法 在来軸組構法 木造パネル化構法 木造落とし込み構法 丸太組み構法 板倉構法
◎ ◎ 〇 △ 〇 〇 △

住宅資材で構成され
ており、全木協によ
る供給体制が存在。

大量のストックはな
く、製造量も限られ
る。

部材を工場生産する
ことで、現場での施
工が容易。

必要部材が少なく、
工場生産の多い規格
品が用いられている
。

徳島県の製材業者と
連携しており、壁材
・構造材のストック
量による。

◎ ◎ 〇 〇 〇 △ △
30日前後で建設する
ことが可能で、供給
者は、平時に研修等
行っている。

可能な限り工場で製
造を行い、建設時の
必要人工数が少ない
。

△ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
断熱性能が低く、追
加工事が必要になる
場合がある。

個体差はあるが、住
宅メーカー供給のも
のは比較的居住快適
性は高い。

一般住宅同様に建て
られているため、管
理運営に柔軟な対応
が可能。

気密性・断熱性に優
れ、シックハウスの
リスクが低い。

壁の杉材を、内装材
にする例もあり、床
も杉板が張られてい
る。

木材使用量が大きく
、被災者のストレス
軽減につながる。

杉材が内外装に用い
られており、特に室
内環境には考慮され
ている。

△ ◎
8年の使用で、鉄材
の錆や、壁パネルの
劣化が見られた。

構造体のフレームは
、長期間使用するこ
とができ、部材の歪
等も少ない。

◎ ◎
建てる時と逆の手順
で行われ、解体期間
が短い。

廃棄物が少なく、ユ
ニット単位に解体さ
れ輸送される。

△ 〇
大きな変更は難しい
が、建築現場の事務
所等として繰り返し
使われる。

2階建てにすること
ができないが、簡易
な住宅等にすること
は難しくない。

〇 ◎
内装材や、壁パネル
の取り換え・改修が
必要になる。

住宅メーカーのもの
は、既存のものの再
利用率が最も高い。

項目

耐久性

再利用解体

◎

再利用用途により異なるが、単純な移築の場合はほとんどの部材の再利用が可能であるが、間取りの変更
等を行うと、投入資源がかなり増えるため再利用率が下がる。また、東北地方での再利用をする場合、元
の仮設住宅の断熱性では不十分であることが多く、壁の厚さを変更したり、断熱材を追加する必要がある
。

◎－△

再利用用途の
多様性

再利用率
新材投入量

複数住戸を1戸化したり、RC造と複合化したりした事例もあり
、フレキシブルに再利用用途に対応することが可能であるが、
新築と比べると手間・費用が掛かる場合があるため、その調整
が難しい。

供給時の関係者が再利用にも関わってお
り、設計変更のない移築から、一般住宅
として再利用等、多種多様な再利用が行
われている。

〇

全ての構法で、構造材の再利用は可能であるが、内装材・外装材等では、設置方法・素材選択によっては
再利用されないこともある。また、木材の歪があるため、解体時に番付を行う場合が多く、手間・費用が
かかるが、構法・供給者によっては再利用を意識して、ピン接合、ビス・ボルト止めを採用している。

使用状況にもよるが、木材の歪が見られる場合もある。各構法で、調湿性能・蓄熱性能が考慮されている
が、早急に建てるために、木材の乾燥が不十分であった場合や、資材不足で断熱材に茅やもみ殻等が使わ
れていたりすることがあり、短期間使用目的で作られている。

〇ー△

鉄骨造 木造

大量供給

おおよそ40－50日前後が工期にかかる。木造パネル化構法、木造落とし込み構法に関しては、在来軸組構
法と似ているが、部材数が少なく、現場での作業が少なくなるようになっている。丸太組み構法は部材数
が少なく、反対に板倉構法は部材数が多い、同構法とも未経験者でも施工に参加可能だが、指揮者が必要
になる。

建
設
時

使
用
時

再
利
用
時

プレ協規格部会会員が、国内全域にスト
ック・供給体制を備えている。それ以外
のものも、災害時に供給メーカ工場で製
造可能。

居住快適性

建設期間


